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・運輸部門については、自動車交通対策や環境負荷の小さい交通体系の
　構築に向けた取り組みを実施（約４６００万ｔ　CO2削減）
　　⇒技術研究開発

国土交通省としての取り組み

○国土交通省としては、運輸部門、民生部門のうち住宅・建築物
　に係る分野等において地球温暖化対策を推進。

次世代内航船（スーパエコシップ）の研究開発

洋上風力発電の港湾への導入

エネルギーと資源の自立循環型住宅に係わる普及支援システムの開発

循環型社会及び安全な環境の形成のための建築・都市基盤整備技術の開発
（木材活用型低環境負荷建築構造技術の開発）

自動制御・マネジメントによる建築・設備の環境負荷低減技術に関する研究

・住宅・建築物に係る分野については、住宅・建築物の断熱性の向上、
　空調・照明・給湯等の設備における省エネルギー性能の向上といった
　設計・施工上の対策を実施（約３５６０万ｔ　CO2削減）
　　⇒技術研究開発

・その他、新エネルギー対策として、
　　⇒技術研究開発
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次世代内航船（スーパーエコシップ）の研究開発

・従来の内航船よりエネルギー消費原単位が低く、かつモーダ
ルシフトの進展にも寄与する次世代内航船（スーパーエコシップ）
の開発。

技術開発の課題技術開発の課題

モーダルシフトの推進及び内航船のうち500総トン以上の老朽船
の半数がスーパーエコシップ化することにより　　　　　　　　　　　　　
　ＣＯ2　１８０万ｔ-CO2削減　

温室効果ガス削減ポテンシャル温室効果ガス削減ポテンシャル

・ガスタービン対応新船型の開発

・二重反転ポッドプロペラの開発

・電気推進システムの開発

実施内容実施内容

・研究開発主体は独立行政法人海上技
術安全研究所であり、これに産業界が参
加するワーキンググループを設置し、各
研究開発要素を分担。またこれらWGを
取りまとめるステアリングコミッティーの座
長を東京大学教授が務める。

開発体制開発体制

ポンチ絵

・平成15年度までに要素技術の研究開発
を終了し、16年度に実証船を建造、17年度
に実証試験を実施する。この成果を用い
て18年度以降は普及を図る。

開発スケジュール開発スケジュール

研究期間　平成１３年度～平成１７年度　平成１４年度予算額　３９０百万円

運輸部門運輸部門
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エネルギーと資源の自立循環型住宅に係わる普及支援システムの開発
研究期間　平成13年度～平成16年度　平成14年度予算額　国総研５７百万円及び独法運営費交付金の一部

民生部門（住宅の省エネルギー性能の向上）民生部門（住宅の省エネルギー性能の向上）

家庭の二酸化炭素排出量を、50％に削減可能な住宅環境
技術（自立循環型住宅技術）の開発と、普及促進のための
建設設計支援ツールの開発を行う。

技術開発の課題技術開発の課題

Ø2000年度における家庭（既存住宅約5000万戸）からのＣＯ２排出
　量は166百万ｔ。民生部門の削減目標（2010年時点で1990年比２
　%削減）を達成するには、2000年度時点の家庭からの排出量か
　ら約31百万ｔの削減が必要。
Øそのために、新築・既存を合わせて37%の住宅を本開発の成果
　である自立循環型住宅(50%削減可能)　にすることにより、目標
　の達成が可能となる。

温室効果ガス削減ポテンシャル温室効果ガス削減ポテンシャル

実施内容実施内容

エネルギーや資源を出来るだけ外部に依存しない自立・循環型の建築及び都市整備を実現するために、　　　　　　　
①断熱や通風性能等の建築構造関連技術、太陽光発電や燃料電池等の建築設備技術、都市風コントロール等の都
市基盤技術の開発、②実験住宅における二酸化炭素削減効果の実証、③開発成果の普及促進のための建設設計支
援ツールの開発　を実施。

国土技術政策総合研究所と（独）建築研究所が主体となり研究を実施しているところ。
大学等がｻﾌﾞﾃｰﾏの取りまとめ等、民間企業４５社が省ｴﾈﾙｷﾞー 技術等の提案と実証実験設備の計画等を担当。

開発体制開発体制

平成１５年度までに各種技術の開発及び効果の実証
を行い、平成１６年度に自立循環型住宅建設支援ツ
ールの開発を実施。

開発スケジュール開発スケジュール
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循環型社会及び安全な環境の形成のための建築・都市基盤整備技術の開発
（木材活用型低環境負荷建築構造技術の開発）

地球温暖化の防止に資するために、木材の活用拡大を目標とし
て、木造建築物の大型化に向けた部材・構造の開発とともに、そ
の構造性能・防火性能を確認する評価法を開発する。

技術開発の課題技術開発の課題

木材の建築物への活用は、他の材料の活用より製造時
における二酸化炭素の排出が微量となるとともに、その
生育時に大気中の炭素の固定という効果を有しており、
地球温暖化に資する。例えば、鉄筋コンクリート造等で
建てられている５階以下の新築建築物の１０％が木質複
合構造に転換された場合、年間33万t、炭素固定効果も
考慮すると年間68万ｔの削減効果が見込まれる。

温室効果ガス削減ポテンシャル温室効果ガス削減ポテンシャル

・木質複合部材の性能評価・標準試験法の開発
・木質複合構造の構造性能評価法、防火性能評価法
の開発

実施内容実施内容

・国土技術政策総合研究所が中心に開発にあたり、独立行政法人建築研究所等の
独立行政法人、学識経験者、公益法人の協力体制のもとに研究を進める。

開発体制開発体制

・平成１４年度までに低環境負荷部材、接合
部、構造骨組み、防耐火性能確保技術等の
基礎的な技術開発を行い、平成１５年度に構
造性能、防火性能の体系的な評価法をとりま
とめる。

開発スケジュール開発スケジュール

研究期間　平成１１年度～平成１５年度　平成１４年度予算額　４２百万円
民生部門民生部門

補強部材
（FRP、金属等）

木材

集成材

 ボルト等
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部材データ収集、構造設計法、防火設計法

部材の性能評価
・標準試験法 構造性能評価法 防火性能評価法
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　温室効果ガス削減ポテンシャル
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自動制御・マネジメントによる建築・設備の環境負荷低減技術に関する研究

ｴﾈﾙｷﾞー 消費の効率化を図るため、これまで使用者に依存してそれ
ぞれ独立して運転・制御されてきた住宅・建築物の設備機器につい
て、ｾﾝｻｰや組込型ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰなどのＩＴ機器を活用して自動的に連
携・制御することを可能とするｼｽﾃﾑを構築する。

技術開発の課題技術開発の課題

　本研究の技術成果が、例えば建築ストック全体に対して30％普及
した場合、年間８百万ｔ程度の二酸化炭素排出量抑制を期待できる。

温室効果ガス削減ポテンシャル温室効果ガス削減ポテンシャル

①住宅・建築物内において、独立して運転・制御されて
いる設備機器について、ｾﾝｻｰや組込型ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰを活
用して自動的な連携・制御を可能とする「自動構築型
制御・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ」を開発する。　　　　　　　　　　　　
②①を発展させ、複数の建築物に設けられた設備機器
の連携・制御を可能とする「ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟｺﾝﾄﾛｰﾙｼ
ｽﾃﾑ」を開発する

実施内容実施内容

・国土技術政策総合研究所を中心として、大学、民間企
業、独立行政法人等との共同研究等によって実施して
いる。

開発体制開発体制

・平成１６年度までに制御・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃ
ﾑを有機的に作動するために必要となる
ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽの構築、制御・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ
の開発等の技術開発を実施するととも
に、成果のとりまとめを行う。

開発スケジュール開発スケジュール

研究期間　平成１４年度～平成１６年度　平成１４年度予算額　５０百万円

民生部門（エネルギー需要マネジメントの強化）民生部門（エネルギー需要マネジメントの強化）

・外部への情報伝達、

・外部からのサービス提供

ブラインド開閉センサ・コントローラ

システム対応型エアコン

　

室
内
環
境
セ
ン
サ

電気、ガス、水の管理

自動構築型制御・マネジメントによる省資源・省エネ
・設備・機器の無線 通信等による自動的な連携・組織化

　（省エネ・省資源アドバイス・教育機能 、予告機能等）

・外部のサービスに よる設備の高度な制御・管理サービス

・制御・マネジメントボックスによる
最大効率運転等

水量センサ・コントローラ　（給湯エネルギー、水使用量の削減） ５



洋上風力発電の港湾への導入

・陸上よりも強く安定した風力エネルギーを得ることができる洋
上風力発電の港湾への導入を促進するため、洋上風力エネル
ギーのポテンシャルを把握するとともに、波浪や地震などの外
力に対して安全な風力発電関連施設の計画・設計法を標準化
する。

技術開発の課題技術開発の課題

・政府の２０１０年度における新エネルギー導入目標（風力
発電）である設備容量約３００万ｋＷで原油換算約１３４万
ｋｌとなる。

温室効果ガス削減ポテンシャル温室効果ガス削減ポテンシャル

・洋上風力発電施設の実証実験

・洋上風力発電施設の計画・設計法の標準化

実施内容実施内容

・国土交通省及び独立行政法人港湾空港技術
研究所の連携の下、学識経験者を構成員とす
る研究会等を活用して、開発・研究を実施

開発体制開発体制

・14年度　風出現特性の解析・評価

・15年度　洋上に適した施設構造の開発及び実
　　　　証実験

・16年度　洋上風力発電施設の計画・設計法の
　　　　標準化

開発スケジュール開発スケジュール

研究期間　平成１２年度～平成１６年度　平成１４年度予算額　９百万円

新エネルギー対策新エネルギー対策
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